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平成２７年労第４４４号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡子（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、スーパーマ

ーケットを展開するＡ所在のＢ会社（以下「会社」という。）に採用され、平成○

年○月からは菓子及び酒を担当するバイヤーとして業務に従事していた。 

被災者は、平成○年○月○日未明に退社後、自宅には戻らず、同月○日、山中

において縊死しているところを発見された。死体検案書によると、「死亡したとき

：平成○年○月○日午前○時頃（推定）、直接死因：縊死、死因の種類：自殺」と

されている。 

請求人は、被災者の死亡は会社での慢性的な長時間労働と叱責による心理的負

荷が過度に蓄積して精神障害を発病したことが原因であり、業務上の事由による

ものであるとして、監督署長に遺族補償給付の請求をしたところ、監督署長は、

被災者の死亡は業務上の事由によるものとは認められないとして、これを支給し

ない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 
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（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者の死亡が業務上の事由によるものであると認められるか否

かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、被災者は会社での慢性的な長時間労働とＣ社長等からの叱責によ

る心理的負荷が蓄積して精神障害を発病し、正常な判断ができない状態に追い

込まれて自殺するに至ったものである旨主張している。 

被災者の精神障害の発病の有無について、労働局地方労災医員協議会精神障

害専門部会（以下「専門部会」という。）は、平成○年○月○日付け意見書にお

いて、「被災者は亡くなる直前まで特に変わった様子はなく、自殺をうかがわせ

るような素振りも全くない。自殺直前まで仕事も問題なくこなしており、仕事

上悩んでいる様子もなかったものであり、精神疾患を疑うような兆候や言動は

全く気付かれていない。自殺にまで追い込まれるような何か大きな悩みがあっ

たとの推察は可能であるが、悩みを聞いた者もおらず、相談していた者もいな

いことから自殺原因については不明であり、被災者が自殺前に精神障害を発病

していたことを示唆する事実は認められない。」、「被災者が自殺にまで追い込ま

れた原因については不明であるが、精神障害の既往歴はなく、自殺前の状況は、

直前まで特段変わった様子もないことから、精神障害を発病していたものとは

認められない（精神障害を発病していたとする根拠がない。）。」旨の意見を述べ

ている。 

当審査会も、請求人らの主張を踏まえ、一件記録を精査したところ、被災者

の精神障害の発病を合理的に推認するに足りるものは認められず、請求人によ

る被災者の自殺直前までの様子に係る申述を加味しても、発病に至っていたも
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のとは判断し難いことから、専門部会の意見は妥当であり、被災者は精神障害

を発病していたものとは認められないとみるのが相当であると判断する。 

（２）ところで、精神障害の業務起因性の判断に関しては、厚生労働省労働基準局

長が「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月２６

日付け基発１２２６第１号。以下「認定基準」という。）を策定しており、当審

査会としてもその取扱いを妥当なものと考えるところ、認定基準では対象疾病

が定められ、その対象疾病を発病していることが「第２ 認定要件」の１にお

いて定められている。 

そうすると、上記（１）で判断したとおり、被災者は認定基準の対象疾病を

発病しているものとは認められないことから、認定要件の１を満たさず、他の

認定要件を審査するまでもなく、被災者の死亡は業務上の事由によるものとは

認められない。 

（３）その他請求人らの主張についても子細に検討したが、被災者が精神障害を発

病していたと認められない以上、これらを採用することはできない。 

（４）以上のとおり、被災者は認定基準の対象疾病を発病しているものとは認めら

れず、その死亡は業務上の事由によるものとは認められないものではあるが、

請求人らが精神障害の発病の可能性について強く主張していることから、当審

査会においては、被災者が自殺直前までに認定基準の対象疾病である何らかの

精神障害を発病したものと仮定して、業務に係る出来事についても念のため検

討することとした。 

ア 被災者の発病前おおむね６か月間において、認定基準別表１「業務による

心理的負荷評価表」（以下「認定基準別表１」という。）の「特別な出来事」

に該当する出来事は認められない。 

イ 請求人は、「被災者が朝礼又は平成○年○月○日のバイヤー会議でＣ社長に

かなりひどく叱られていたことがあったと知人から聞いた。その時、被災者

は、そばにいても話しかけられないくらい落ち込んでいたらしい。」旨述べる

ほか、「Ｃ社長は、『すぐやめろ。』とか『金の無駄使い。』などと言ったり、

無視する態度も取るようである。この暴言は業務指導の範囲を超えるパワハ

ラである。」旨述べている。 

請求人が主張する出来事は、認定基準別表１の「上司とのトラブルがあっ

た」（平均的な心理的負荷の強度「Ⅱ」）に該当するものと認められるが、決



- 4 - 

定書理由に説示しているとおり、業務指導の範囲を逸脱するような強い叱責

があったものとは認められず、また、Ｃ社長との間に大きな対立が生じてい

たとは言えないことから、当審査会としても、その心理的負荷の総合評価は

「弱」であると判断する。 

なお、Ｄ元部長は、Ｃ社長からの叱責や指導は、経営者として許される業

務の範囲を超えており、人格や人間性を否定するような言動が執拗に行われ

た旨述べているが、この出来事は同元部長が在職していた当時のものであっ

て、被災者の発病ないし死亡前６か月内のものではなく、また、被災者に係

る具体的な出来事を摘示したものでもないから、評価の対象とすることはで

きない。さらに、請求代理人が聴取した元労働者の申述も、被災者が自殺す

る２週間前にＣ社長からパワハラを受けたという社内の噂話を述べたものに

すぎず、被災者に係る具体的かつ客観的な出来事を摘示したものではないか

ら、これを採用することはできない。 

ウ 請求人は、「何かのイベントで売出し商品等があれば、売上げ目標というの

があり、これはある意味ノルマであるから、被災者はかなりのプレッシャー

があったものと思う。」、「ボジョレヌーボーでは、平成○年の年末の販売でノ

ルマがあった。また、お酒以外のお中元用品などの販売活動も負担であった

と思う。」旨述べている。 

請求人の主張する出来事は、認定基準別表１の「達成困難なノルマを課さ

れた」（平均的な心理的負荷の強度「Ⅱ」）に該当するものと認められるが、

決定書理由に説示しているとおり、その目標達成は強く求められておらず、

たとえ当該目標を達成できなかったとしても、ペナルティーが課せられるわ

けではないことから、当審査会としても、その心理的負荷の総合評価は「弱」

であると判断する。 

なお、請求人らは、ノルマが達成できなかったときは、社長から暴言など

のパワハラによって徹底的に追及される旨主張し、本件公開審理においても

同旨を述べるとともに、会社の元労働者も同旨を述べているが、一件記録を

みても、被災者について、ノルマの未達成に対するＣ社長からのパワハラを

示す具体的かつ客観的な事実を確認することはできず、その主張を採用する

ことはできない。 

エ 請求人は、「被災者は帰ってくるのが大体夜中の１２時を過ぎることがほと
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んどでした。」、「亡くなる１週間前くらいからは、帰ってくるのが朝で、午前

６時前後くらいだった。」、「土曜日もよく仕事に行くことがあり、日曜日も仕

事に行った。深夜までの残業と休みがほとんどなかった状態が続いていた。」、

「監督署長が認定した労働時間よりもっと長い長時間労働があったと考えて

いる。労働時間の算出に当たって、根拠となるような手帳等はない。」旨述べ

ている。 

監督署長及び審査官は、いずれも、１か月当たりの時間外労働時間につい

ては８０時間ないし１００時間を上回る時間を認定しており、会社の元労働

者の申述も考慮すれば、相当程度の時間外労働に従事していたことがうかが

える。しかしながら、Ｅ店長が「だらだらと話しながら残っていたのが正直

なところです。」、「中抜けの時間もありますし、無駄な時間を過ごして夜残っ

たりもする」、Ｄ元部長が「雑談したりしながらダラダラとやっている感じで

した。」、Ｆ元バイヤーが「根を詰めて残業をやっているというより、休憩し

ながら緩い感じでやっていた印象があります。」と、それぞれ述べていること

からすると、被災者が恒常的な長時間労働を要する業務に従事していたもの

とは認め難く、精神的に常時緊張を強いられていたものとも認め難い。 

なお、請求代理人は、営業本部取り締まり報告書を精査するなどして、被

災者の終業時間を解明すべきである旨主張しているが、被災者の労働時間に

ついては、上記で判断したとおり、たとえ更なる時間外労働が認められたと

しても、その就業実態からみて、精神的に緊張を強いられていたものとは認

められないことから、改めて調査する必要はないものと判断する。 

オ 以上からすると、業務による心理的負荷の総合評価が「弱」となる出来事

が２つあるところ、相当程度の時間外労働が認められるものの、業務の実態

からみて、被災者が恒常的な時間外労働を要する業務に従事していたものと

は言えず、また、精神的に常時緊張を強いられていたものとも認め難いから、

強い心理的負荷があったものとは認められず、業務による心理的負荷の全体

評価は「弱」であると判断する。 

（５）なお、請求人らは、本件公開審理において、請求代理人の意見書をおおむね

１か月後までに提出するとして判断の猶予を求め、期限内に報告書及び上申書

が提出されたものの、さらに、医学意見書や追加の報告書を提出したいとして、

当該報告書及び上申書において更なる判断の猶予を求めている。しかし、その
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期限を過ぎても意見書や報告書の提出がなかったことを付言する。 

３ 以上のとおりであるので、被災者は認定基準に定める対象疾病を発病している

ものとは認められず、仮に何らかの精神障害を発病していたとしても、業務によ

る心理的負荷の全体評価は「弱」であって、当該精神障害は業務上の事由による

ものとは認められないから、その死亡も業務上の事由によるものであるとは認め

られない。 

したがって、監督署長が請求人に対してした遺族補償給付を支給しない旨の処

分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


